
隠岐の島町中小企業・
小規模企業振興計画

平成30(2018)年 11月

隠岐の島町



－ 目 次 －

はじめに ---------------------------------------------- P.1

１．基本的な考え方 ------------------------------------ P.2

２．計画の体系 ---------------------------------------- P.3

３．具体的施策と目標数値 ------------------------------ P.4

４．事業推進体制及び役割 ------------------------------ P.9

５．資料

1）計画策定の経過及びメンバー ---------------------------- P.11

2）隠岐の島町中小企業・小規模企業振興基本条例 ------------ P.12

3）隠岐の島町中小企業・小規模企業振興会議設置要綱 -------- P.15

4）各種統計資料 ------------------------------------------ P.17

隠岐の島町中小企業・小規模企業振興計画



町内事業所の大多数を占める中小企業・小規模企業は、これまで、本町の経済を

根底から支え、その発展に寄与するとともに、雇用やにぎわいを創出し、町民生活

の安定及び向上に重要な役割を果たしてきました。

しかしながら、深刻な人口減少や経済のグローバル化等の社会情勢の大きな変化

に伴い、事業活動を取り巻く環境は非常に厳しくなっています。

そのような中で、誰もが安心して暮らせ、「将来にわたり住み続けたい」と実感

できるまちづくりを進めていくためには、中小企業・小規模企業の成長と持続的な

発展が不可欠であり、町、事業者、地域経済団体及び町民が連携・協働し、中小企

業・小規模企業の振興に向けた取り組みを進めていくことが重要です。

そこで本町では、中小企業・小規模企業の振興に関して町、事業者、地域経済団

体及び町民の役割とあり方について明らかにした「隠岐の島町中小企業・小規模企

業振興基本条例」(以下、「基本条例」という。) を平成29（2017）年3月に制定し

ました。

「隠岐の島町中小企業・小規模企業振興計画」（以下、「本計画」という。）は、

この基本条例に基づき、中小企業・小規模企業の振興に関する施策を総合的かつ計

画的に実施するために策定するものです。

今後、本計画に基づき着実に施策を実施し、町内中小企業・小規模企業の振興及

び活力と魅力ある町の実現を目指します。

はじめに

業 種

中小企業者
（以下のいずれかを満たすこと）

小規模企業者

資本金額または
出資総額

従業員数 従業員数

製造業・建設業
運輸業・その他

３億円以下 300人以下 20人以下

卸売業 １億円以下 100人以下

5人以下サービス業 5,000万円以下 100人以下

小売業 5,000万円以下 50人以下

中小企業・小規模企業の定義（中小企業基本法による）
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本計画は、中小企業・小規模企業の振興に関し必要な施策や目標を定めた計画と

します。

なお、施策の推進にあたっては、基本条例第４条に定める「基本方針」に基づき、

中小企業・小規模企業の自らの創意工夫及び自主的な努力を尊重しつつ、中小企業

・小規模企業が地域の経済及び雇用を支える担い手として重要な役割を果たしてい

るという基本的認識の下、各関係機関との連携を図りながら、町、事業者、地域経

済団体及び町民が協働して推進していくものとします。

本町では、町の最上位計画として「隠岐の島町総合振興計画」（計画期間：平成

20（2008）年度～平成31（2019）年度）を策定しています。その他にも、観光振興

や農林業振興等の各種振興計画や、平成27（2015）年には「隠岐の島町まち・ひと

・しごと創生総合戦略」を策定し、各種事業に取り組んでいます。

本計画は、「隠岐の島町総合振興計画」において示されている方針や方向性を踏

まえた産業全般を対象範囲とする計画とし、既存の各種計画との関連性、整合性を

保ちながら取り組みを推進していきます。

平成31（2019）年度から平成35（2023）年度までの５年間とします。

なお、社会情勢や経済等の変化に応じて、適宜必要な見直しを行うこととします。

本計画を着実に実施するために、基本方針と評価指標をもとに、ＰＤＣＡ（Plan

:計画、Do:実行、Check:評価、Action:改善）サイクルの視点で、施策・事業の評

価・検証を毎年度行い、公表します。

また、実施状況の確認や効果検証をもとに、必要に応じて本計画を改訂し、事業

の見直しなどを実施します。

なお、実施状況の確認や効果検証にあたっては、適宜「隠岐の島町中小企業・小

規模企業振興会議」の意見を求めるものとします。

１．基本的な考え方

１）計画策定の趣旨
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２）計画の位置づけ

３）計画期間

４）評価・検証

※P.4～の目標数値について
特に記載のない限り、現状値は2017年度、目標値は2023年度に設定しています。



本計画では、基本条例第４条に示した８つの基本方針ごとに重点課題を設定し、

各種施策を展開します。

２．計画の体系
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基本方針 重点課題及びその対策

１ 経営の安定及び革新並びに経
営基盤の整備を図ること

地元事業者の売上向上
①施設・設備の更新及び新規導入の促進
②消費者ニーズへの対応
③消費者の理解・協力の促進
④島外からの誘客促進

２ 人材確保及び育成並びに雇用
の安定を図ること

人材確保及び育成への対応
①労働条件・雇用環境の向上
②若者の町内就業の促進
③町外の人材確保の促進
④その他

３ 新事業の創出及び創業の促進
を図ること

(1)開業場所の確保及び開業ノウハウの習得
①西郷港周辺エリアの有効活用
②開業を促進する環境の整備
③経営知識の習得促進

(2)事業承継への対応
・後継者の確保及び育成の促進

４ 町の観光資源を始めとする地
域資源を整備・活用し、町の
魅力を島内外に広く発信する
事業活動の推進を図ること

地域資源の活用の促進
①地域資源の整備・活用
②地域資源についての認識向上

５ 資金調達の円滑化を図ること 多様なメニューの有効活用
・情報発信・周知の促進

６ 事業者と関係機関との連携及
び事業者相互の連携の促進を
図ること

組織間の連携強化
・行政と事業者の意見交換の促進

７ 事業活動の推進に関する情報
の提供及び発信を図ること

積極的な情報発信及び情報収集
・時代に合った手法による情報発信・収集の促進

８ 学校教育における勤労観及び
職業観の醸成を図ること

ふるさと教育とキャリア教育の推進
・地元の産業に触れる機会の創出



３．具体的施策と目標数値

重点課題
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●目標数値

評価指標 現状値 目標値

先端設備等導入促進計画の認定件数※1 0件
15件

（5年間累計）

買い物の町内購買率※2 80.7％
（2016年度）

85％
（2022年度）

【データ出典】
※1…隠岐の島町の認定件数
※2…島根県商勢圏実態調査（食料品、衣料品・身回品、日用雑貨品、文化品の合計）

経営の安定及び革新並びに経営基盤の整備を
図ること

基本方針

１

●対策

地元事業者の売上向上

①施設・設備の更新及び新規導入の促進
・設備投資への税制優遇及び補助事業活用の促進

②消費者ニーズへの対応
・消費者が利用しやすい店舗等の改善の促進

・消費者ニーズに合ったサービスや商品の提供に向けた改善の促進

・地域公共交通会議との連携強化（高齢者等の交通弱者への支援など）

③消費者の理解・協力の促進
・地元産品・商品・サービスの購入及び利用の啓発促進

・町内事業所の役割や重要性について地域全体で考える機会の創出

④島外からの誘客促進
・運賃低廉化の対象拡大への働きかけ
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●目標数値

【データ出典】
※3…町内の県立３校への聞き取り調査
※4…隠岐の島町独自集計

●対策

評価指標 現状値 目標値

高卒就職者の内、町内事業所への就職率※3 39.5％
（5年間平均）

50％
（5年間平均）

町内へのＵＩターン者数※4 227人
1,500人

（5年間累計）

人材確保及び育成並びに雇用の安定を図ること
基本方針

２

重点課題 人材確保及び育成への対応

①労働条件・雇用環境の向上
・働き方改革に関する取り組みの推進

・社会保険の加入促進（公共事業における必須要件化など）

②若者の町内就業の促進
・各種産業の活性化による若者の雇用の場の確保

・学生の保護者への求人・企業等の情報提供

・ジョブフェア（中・高生向け合同企業説明会）の継続実施

・高校の進路指導担当者との連携強化

③町外の人材確保の促進
・ＵＩターン促進施策の強化（専門窓口の設置、就労支援、居住場所の確保、

移住に関する各種情報発信など）

・町内の事業所や求人に関する情報発信の強化

・町外からの労働者の受入れ支援

④その他
・異業種間での人材の有効活用に向けた仕組みづくりの支援

・雇用対策協議会（仮称）の設立及び活性化

・シルバー人材センターへの支援

・専門的な知識やノウハウを持った人材の確保・育成支援

・町外での資格免許取得に対する支援



①西郷港周辺エリアの有効活用
・西郷港周辺の活性化計画等の策定及び再開発

・宿泊施設や食事場所の不足解消に向けての支援

②開業を促進する環境の整備
・空き家・空きテナントの有効活用の促進（空き家・空きテナントを利用した

開業、チャレンジショップやイベント開催など）

・開業に伴う補助金や税制優遇などの支援

③経営知識の習得促進

・各種創業関連セミナーの開催支援

・各種相談窓口の周知、案内の促進
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●目標数値

新事業の創出及び創業の促進を図ること
基本方針

３

【データ出典】※5…隠岐の島町商工会調べ

●対策

評価指標 現状値 目標値

町内での開業数※5 56事業者
（5年間累計）

60事業者
（5年間累計）

後継者の確保及び育成の促進
・各種事業承継関連セミナーの開催支援

・各種相談窓口の周知、案内の促進

・事業承継に伴う補助金や税制優遇などの支援

●目標数値

【データ出典】
※6…町内で実施されるセミナー参加者数
※7…隠岐の島町商工会調べ（廃業企業数÷年度当初商工業者総数）

●対策

評価指標 現状値 目標値

事業承継関連セミナー参加者数※6 31人
170人

（5年間累計）

町内廃業率※7 1.4％
（5年間平均）

1％
（5年間平均）

重点課題① 開業場所の確保及び開業ノウハウの習得

重点課題② 事業承継への対応



①地域資源の整備・活用
・地域資源を活用したブランド品の開発促進

・町内産品の流通体制の改善（鮮魚保管施設等）

・地域資源の活用に関する補助事業や相談窓口の情報発信

・商工業者や関連組織との連携強化（情報交換など）

②地域資源についての認識向上
・町の観光資源（名所、文化財等）や特産物の魅力への理解促進（町内会・サー

クル・企業等の小ユニット単位での勉強会の開催、専門的な研究者の誘致など）

・地域資源の活用事例の情報発信
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●目標数値

【データ出典】
※8…「隠岐の島町ブランド産品認証委員会」における認証数

●対策

町の観光資源を始めとする地域資源を整備・活用
し、町の魅力を島内外に広く発信する事業活動の
推進を図ること

基本方針

４

重点課題 地域資源の活用の促進

評価指標 現状値 目標値

ブランド化された町産品数※8 累計1件 累計10件

資金調達の円滑化を図ること
基本方針

５

重点課題 多様なメニューの有効活用

情報発信・周知の促進

・適切な相談窓口の案内及び情報発信

●対策
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行政と事業者の意見交換の促進
・隠岐の島町中小企業・小規模企業振興会議の活性化

・既存組織（同業者組合や商工会部会）との連携による情報交換や問題意識の共有

●対策

重点課題 組織間の連携強化

事業者と関係機関との連携及び事業者相互の連
携の促進を図ること

基本方針

６

学校教育における勤労観及び職業観の醸成を図
ること

基本方針

８

重点課題 ふるさと教育とキャリア教育の推進

●対策

地元の産業に触れる機会の創出
・職場・職業体験事業の推進

・ジョブフェア（中・高生向け合同企業説明会）の継続開催

・育てる側（教師や保護者）の学ぶ機会の充実、外部講師による講話・交流の促進

時代に合った手法による情報発信・収集の促進
・事業所のホームページ作成及び内容充実の支援

・ＳＮＳの積極的な活用推進

●対策

重点課題 積極的な情報発信及び情報収集

事業活動の推進に関する情報の提供及び発信を
図ること

基本方針

７



４．事業推進体制及び役割
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本計画に掲げた施策を着実に実施するため、必要な制度の整備や予算措置を行う

とともに、町内中小企業・小規模企業、隠岐の島町商工会、地域金融機関、その他

の関係機関と連携・協力して取り組んでいきます。

中小企業・小規模企業は、企業自らの創意工夫及び自主的な努力による経営の改

善及び向上を前提として、積極的な情報発信・情報収集を行い、経営環境や顧客ニ

ーズの変化に応じて、常に商品・サービスの品質向上に努めることとします。

また、積極的な求人活動や雇用の安定を図るとともに、人材の育成や雇用環境の

充実を図り、従業員が働きやすい職場づくりや、町産品や町内で提供されるサービ

スの利活用に努め、さらには、地域社会との調和及び地域社会への貢献に努めるこ

ととします。その実現に向けて、町を初め、他の事業者や地域経済団体等との連携

を深め、町全体の経済振興を担っていくこととします。

町内事業者に最も身近な専門家として、中小企業・小規模企業の経営の向上及び

改善の支援に積極的に取り組むことのほか、組織力を生かした事業者間の連携強化

に努めることとします。

円滑な資金供給や経営相談等を通して、中小企業・小規模企業の経営の向上及び

改善の支援に積極的に取り組むよう努めることとします。

中小企業・小規模企業の振興が本町の経済発展に重要な役割を果たすことを認識

し、中小企業・小規模企業との連携に努めることとします。

中小企業・小規模企業の振興が町民生活の向上に重要な役割を果たしていること

を理解し、町産品の購買や町内で提供されるサービスの利用に努める等、中小企業

・小規模企業の発展への協力に努めることとします。

１）隠岐の島町

２）中小企業・小規模企業

３）隠岐の島町商工会

４）地域金融機関

５）大企業

６）町民

中小企業・小規模企業の振興のためには、それぞれが自己の役割を自覚しながら、

各種取り組みを推進していくことが重要です。
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＜事業推進体制イメージ図＞



本計画の策定にあたっては、中小企業・小規模企業、地域経済団体及びその他関

係機関の意見を聞く場として、「隠岐の島町中小企業・小規模企業振興会議」を設

置し、以下のとおり会議を開催しました。

５．資料
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１）計画策定の経過及びメンバー

氏 名 所 属 役 職 区 分

会長 佐々木 雅秀 隠岐の島づくり㈱ 代表取締役 経営者

副会長 谷田 晃 京見屋分店 代表 経営者

池田 明生 ㈲池田材木店 代表取締役 経営者

吉崎 英一郎 ㈱吉崎工務店 専務取締役 経営者

毛利 彰 隠岐酒造㈱ 代表取締役 経営者

小泉 禎 ㈲みなとタクシー 取締役 経営者

上野 康 ㈱山陰合同銀行 西郷支店 支店長 金融機関

三代 尚晃 ㈱島根銀行 西郷支店 支店長 金融機関

齋藤 福昌 隠岐の島町商工会 事務局長 支援団体

藤田 千鶴 ビオ ふじた 代表 その他

水谷 守
島根県 隠岐支庁
県民局 地域振興課

課長
関係行政
機関

佐々木 千明 隠岐の島町 地域振興課 課長 町職員

＜振興会議委員＞

開 催 日 会 議

平成30年
（2018年）

6月15日 第1回 振興会議

7月 6日 第2回 振興会議

7月25日 第3回 振興会議

8月 9日 第4回 振興会議

9月21日 第5回 振興会議

10月25日
～11月 7日

パブリックコメント実施



２）隠岐の島町中小企業・小規模企業振興基本条例

（平成29年隠岐の島町条例第16号）

（前文）

町内事業所の大多数を占める中小企業・小規模企業は、これまで、町の経済を根底

から支え、その発展に寄与するとともに、雇用やにぎわいを創出し、町民生活の安

定及び向上に重要な役割を果たしてきた。

しかしながら、深刻な人口減少、少子高齢化及び事業者間競争の激化等に伴い、

事業活動を取り巻く環境は大きく変化し、厳しくなっている。

そのような中で、誰もが安心して暮らせ、「将来にわたり住み続けたい」と実感で

きるまちづくりを進めていくためには、中小企業・小規模企業の成長と持続的な発

展が不可欠であり、町、事業者、地域経済団体等及び町民が、連携・協働して中小

企業・小規模企業の振興に向けた取り組みを進めていくことが重要である。

よってここに、町、事業者、地域経済団体等及び町民の役割とあり方について明ら

かにし、中小企業・小規模企業の振興と活力と魅力ある町の実現を目指すため、こ

の条例を制定する。

（目的）

第１条 この条例は、中小企業・小規模企業が本町における経済の発展に果たす役

割の重要性に鑑み、その振興に関し、町の責務、事業者、地域経済団体等及び町民

の役割等を明らかにするとともに、中小企業・小規模企業の振興に関する施策の基

本となる事項等を定めることにより、中小企業・小規模企業の振興に関する施策を

総合的に推進し、もって中小企業・小規模企業の成長及び持続的発展並びに地域経

済の活性化を図り、町民生活の向上に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に揚げる用語の定義は、当該各号に定めると

ころによる。

（1） 中小企業者とは、中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第2条第1項に規

定する事業者であって、町内に事務所又は事業所を有するものをいう。

（2） 小規模企業者とは、中小企業基本法第2条第5項に規定する事業者であって、

町内に事務所又は事業所を有するものをいう。

（3） 大企業者とは、中小企業者・小規模企業者以外の事業者（金融機関を除

く。）であって、町内に事務所又は事業所を有するものをいう。

（4） 地域経済団体等とは、商工会、銀行その他金融機関、協同組合、その他経

済活動の発展に寄与する団体及びこれらに準ずる団体であって、町内に事務所又は

事業所を有するものをいう。

（基本理念）

第３条 中小企業・小規模企業の振興は、中小企業者・小規模企業者による自らの

創意工夫及び自主的な努力を尊重しつつ推進されなければならない。

２ 中小企業・小規模企業の振興は、中小企業・小規模企業が地域の経済及び雇用

を支える担い手として重要な役割を果たしているという基本的認識の下、推進され

なければならない。
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３ 中小企業・小規模企業の振興は、国、県その他関係機関（以下「国等」とい

う。）との連携を図りながら、町、事業者、地域経済団体等及び町民が協働して推

進されなければならない。

（基本方針）

第４条 町は、第1条の目的を達成するため、次に掲げる基本方針に基づき、中小

企業・小規模企業の振興に関する施策を講ずるものとする。

（1） 経営の安定及び革新並びに経営基盤の整備を図ること

（2） 人材確保及び育成並びに雇用の安定を図ること

（3） 新事業の創出及び創業の促進を図ること

（4） 町の観光資源を始めとする地域資源を整備・活用し、町の魅力を島内外に

広く発信する事業活動の推進を図ること

（5） 資金調達の円滑化を図ること

（6） 事業者と関係機関との連携及び事業者相互の連携の促進を図ること

（7） 事業活動の推進に関する情報の提供及び発信を図ること

（8） 学校教育における勤労観及び職業観の醸成を図ること

（9） 前各号に揚げるもののほか、町長が必要と認める事項

（町の責務）

第５条 町は、事業者、地域経済団体等及び町民の理解と協力を得ながら、前条の

基本方針に基づく、中小企業・小規模企業の振興に関する施策を総合的かつ計画的

に策定し、実施するものとする。

２ 町は、前項の規定に基づく施策の策定に当たっては、当該施策に中小企業者・

小規模企業者、地域経済団体等及びその他関係機関の意見を反映させるため、当該

施策に関する情報及び意見の交換の促進を図るものとする。

３ 町は、第１項の施策を実施するため、必要な財政措置を講ずるとともに、国等

との連携及び協力に努めるものとし、必要に応じて国等に対し施策の充実及び改善

の要請を行うものとする。

４ 町は、工事の発注、物品及び役務の調達に当たっては、予算の適正な執行に留

意しつつ、中小企業・小規模企業の受注機会の増大に努めるものとする。

（中小企業者・小規模企業者の役割）

第６条 中小企業者・小規模企業者は、経済的及び社会的環境変化に応じて、自主

的に経営の改善及び向上に努めるものとする。

２ 中小企業者・小規模企業者は、雇用の安定を図るとともに、人材の育成及び雇

用環境の充実を図り、従業員が生きがい及び働きがいを得ることができる職場づく

りに自主的に努めるものとする。

３ 中小企業者・小規模企業者は、他の事業者、地域経済団体等との連携を深める

とともに、町内で生産、製造又は加工される産品（以下「町産品」という。）及び

町内で提供される役務の利活用に努めるものとする。

４ 中小企業者・小規模企業者は、基本方針に基づく町の施策に協力するよう努め

るものとする。
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５ 中小企業者・小規模企業者は、地域社会を構成する一員として、地域社会との

調和を図り、安心して暮らしやすい地域社会の実現に貢献するよう努めるものとす

る。

（大企業者の役割）

第７条 大企業者は、中小企業・小規模企業の振興が町の経済活動の発展に重要な

役割を果たすことを認識し、中小企業者・小規模企業者との連携を図るとともに、

町が実施する中小企業・小規模企業の振興に関する施策に協力するよう努めるもの

とする。

（地域経済団体等の役割）

第８条 地域経済団体等は、中小企業・小規模企業の経営の向上及び改善の支援に

積極的に取り組むとともに、町が実施する中小企業・小規模企業の振興に関する施

策に協力するよう努めるものとする。

（町民の理解と協力）

第９条 町民は、中小企業・小規模企業の振興が地域経済の基盤形成と雇用環境の

整備等、町民生活の向上において重要な役割を果たしていることを理解し、中小企

業・小規模企業の健全な発展に協力するよう努めるものとする。

２ 町民は、町産品の購買及び町内で提供される役務の利用に努めるものとする。

（施策の実施状況の検証・公表）

第１０条 町長は、毎年度、中小企業・小規模企業の振興に関する施策の実施状況

を検証し、公表するものとする。

２ 町長は、前項の検証に当たっては、中小企業者、小規模企業者、地域経済団体

等その他関係機関の意見を聴くものとする。

（委任）

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

この条例は、平成29年4月1日から施行する。
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３）隠岐の島町中小企業・小規模企業振興会議設置要綱

（平成30年隠岐の島町告示第48号）

（趣旨）

第１条 この要綱は、隠岐の島町中小企業・小規模企業振興基本条例（平成29年隠

岐の島町条例第16号。以下「振興条例」という。）第1条に規定する目的を達成す

るため、中小企業者・小規模企業者、地域経済団体等及びその他の関係機関と行政

との情報及び意見交換の場として設置する、隠岐の島町中小企業・小規模企業振興

会議（以下「振興会議」という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。

（所掌事務）

第２条 振興会議は、次の各号に掲げる事項について検討及び協議する。

(1) 町内の商工業の振興に関する計画（以下「隠岐の島町中小企業・小規模企業

振興計画」という。）の策定に関すること。

(2) 隠岐の島町中小企業・小規模企業振興計画に基づく施策の実施状況の検証に

関すること。

(3) その他振興条例の目的を達成するために必要な事項に関すること。

（組織）

第３条 振興会議は、委員15名以内で組織する。

２ 委員は、次に掲げる者の中から町長が委嘱又は任命する。

(1) 町内中小企業・小規模企業の経営者

(2) 金融機関等の代表者

(3) 中小企業・小規模企業支援団体の代表者

(4) 関係行政機関の職員

(5) 町の職員

(6) その他町長が必要と認める者

(任期)

第４条 委員の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（会長及び副会長）

第５条 振興会議に会長及び副会長を各１名置くものとする。

２ 会長および副会長は、委員の互選によりこれを定める。

３ 会長は振興会議を代表し、会務を総理する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、その職務

を代理する。

（会議）

第６条 振興会議の会議は、会長が招集し、その議長となる。

２ 振興会議の会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。

３ 振興会議は、必要と認めるときは、委員以外の者の出席を求めその意見を聴く

ことができる。

（報償費及び費用弁償）

第７条 振興会議の委員に報償費及び費用弁償を支給することができる。
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２ 報償費及び費用弁償の額並びにその支給方法は、隠岐の島町特別職の職員で

非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成16年隠岐の島町条例第44号）

を準用する。

（事務局および振興会議の庶務）

第８条 事務局は隠岐の島町商工観光課および隠岐の島町商工会に置くものとし、

振興会議の庶務は隠岐の島町商工観光課において処理する。

（委任）

第９条 この要綱に定めるもののほか、振興会議の運営に関し必要な事項は別に定

める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成30年５月21日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱施行後、最初の委員の任期は、第４条第１項の規定にかかわらず、平

成32年度末までとする。
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４）各種統計資料※特に記載のない限り、隠岐の島町についての統計データを掲載しています。
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発行：隠岐の島町
住所：〒685-8585

島根県隠岐郡隠岐の島町下西78番地２
電話：08512-2-2111（代表）
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